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１ 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細
（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 123¶525¶195 121¶544¶502 5¶239¶500 239¶830¶197 28¶686¶378 9¶229¶736 2¶767¶020 208¶376¶799

構 築 物 15¶209¶740 ` ` 15¶209¶740 979¶164 326¶388 ` 14¶230¶576

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 及 び 装 置 91¶256¶020 47¶783¶270 5¶348¶700 133¶690¶590 38¶390¶519 9¶944¶911 ` 95¶300¶071

車 両 運 搬 具 21¶868¶973 4¶020¶129 2¶016¶757 23¶872¶345 11¶671¶431 2¶816¶920 ` 12¶200¶914

工 具 器 具 備 品 2¶552¶581¶167 309¶884¶355 60¶763¶432 2¶801¶702¶090 1¶870¶983¶044 307¶097¶245 ` 930¶719¶046

計 2¶804¶441¶095 483¶232¶256 73¶368¶389 3¶214¶304¶962 1¶950¶710¶536 329¶415¶200 2¶767¶020 1¶260¶827¶406

建 物 5¶150¶706¶500 14¶892¶559 66¶619¶608 5¶098¶979¶451 783¶724¶504 256¶771¶665 10¶504¶742 4¶304¶750¶205

構 築 物 137¶492¶718 ` 124¶000 137¶368¶718 35¶931¶428 12¶817¶694 ` 101¶437¶290

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

機 械 及 び 装 置 1¶070¶560¶847 60¶789¶083 43¶719¶793 1¶087¶630¶137 582¶769¶308 121¶161¶418 ` 504¶860¶829

車 両 運 搬 具 ` 760 ` 760 60 60 ` 700

工 具 器 具 備 品 1¶073¶335¶723 12¶444¶926 58¶005¶133 1¶027¶775¶516 803¶682¶865 62¶485¶184 ` 224¶092¶651

計 7¶432¶095¶788 88¶127¶328 168¶468¶534 7¶351¶754¶582 2¶206¶108¶165 453¶236¶021 10¶504¶742 5¶135¶141¶675

土 地 4¶165¶303¶000 ` ` 4¶165¶303¶000 ` ` ` 4¶165¶303¶000

非 償 却 資 産 建 設 仮 勘 定 ` 262¶624¶420 255¶379¶420 7¶245¶000 ` ` ` 7¶245¶000

計 4¶165¶303¶000 262¶624¶420 255¶379¶420 4¶172¶548¶000 ` ` ` 4¶172¶548¶000

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 1¶976¶000¶458 1¶976¶000¶458 `

]未払金（※） (374¶356¶503) (374¶356¶503) (`)

（※） 負債に計上されているものは、（ ）で示しています。
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（損益計算書関係）

ファイナンス・リース取引の損益に与える影響額

ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、�136¶948円であり、当該影響額を除いた

当期総利益は、23¶900¶580円です。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

資金の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 1¶976¶000¶458円

資金期末残高 1¶976¶000¶458円

（行政サービス実施コストに準ずる費用関係）

独立行政法人会計基準第24の項目には該当しませんが、行政サービス実施コストに準ずる費用は

次のとおりです。

筑波共同利用施設から提供を受けている受益の費用 745¶211円

（金融商品の時価等に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については短期的な預金に限定し、主に国から交付される運営費交付金、

施設整備費補助金等により資金を調達しています。

~ 金融商品の時価の算定方法
\ 現金及び預金
現金及び預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっています。

] 未払金
未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっています。

重要な債務負担行為
平成21年度予算における運営費交付金により、平成21年５月20日付けで道新北ビル（平成22年４
月１日から札幌センター（道新北ビル庁舎）として使用）を建物賃貸借契約に基づき、株式会社道
新アクティと平成22年度までの１年８ヶ月契約（以降は１年ごとに更新）を締結しています。
契約金額 29¶400¶000円
翌期以降支払額 17¶640¶000円
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